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貸  借  対  照  表 

（平成２６年３月３１日現在） 

       （単位：百万円） 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科   目 金  額 科   目 金  額 

流 動 資 産 ６６，２９９ 流 動 負 債 ３０，１４６

現 金 及 び 預 金 ３３５ 工 事 未 払 金 ２２，２１４

預 け 金 ５，９２６ リ ー ス 債 務 ７２

受 取 手 形 ４３７ 未 払 金 ３，２５６

完成工事未収入金 ４６，９１９ 未 払 法 人 税 等 ５７８

売 掛 金 ２４５ 未 払 費 用 ７７４

関 係 会 社 株 式 ０ 未成工事受入金 ７７０

未成工事支出金 ９，７１２ 預 り 金 １９４

商 品 ５ 工事損失引当金 １２７

材 料 貯 蔵 品 １７ 完成工事補償引当金 １４

前 払 費 用 ２６８ 賞 与 引 当 金 ２，１３４

繰 延 税 金 資 産 １，２６４ そ の 他 ６

そ の 他 １，１７４ 固 定 負 債 ４，９７８

貸 倒 引 当 金 △９ 長 期 未 払 金 ７７

固 定 資 産 ３０，３７０ リ ー ス 債 務 ９８

 有 形 固 定 資 産 １４，４２７ 再評価に係る繰延税金負債 ８６５

建 物 ５，１７５ 退職給付引当金 ３，９００

構 築 物 ２１１ 資 産 除 去 債 務 ３６

機 械 及 び 装 置 ３５５          

車 輌 運 搬 具 １３ 負 債 合 計     ３５，１２４

工具、器具及び備品 ３５２

土 地 ８，１１０
純 資 産 の 部 

リ ー ス 資 産 １６３ 株 主 資 本 ５８，７１７

建 設 仮 勘 定 ４４  資 本 金 ５，６１０

 無 形 固 定 資 産 １，８２７ 資 本 剰 余 金 １０，２１０

ソ フ ト ウ ェ ア １，４３４ 資 本 準 備 金 ４，１０４

ソフトウェア仮勘定 ２２４ その他資本剰余金 ６,１０５

そ の 他 １６８ 利 益 剰 余 金 ４２，８９６

 投資その他の資産 １４，１１５ 利 益 準 備 金 ９１６

投 資 有 価 証 券 ５，１４３ その他利益剰余金 ４１，９７９

関 係 会 社 株 式 ６，９９９    固定資産圧縮積立金 ３２２

関係会社長期貸付金 １９０    別 途 積 立 金 ３３，９５０

敷金及び保証金 ５７１    繰越利益剰余金 ７，７０６

破 産 更 生 債 権 等 １４ 評価・換算差額等 ２，８２７

繰 延 税 金 資 産 ９９２ その他有価証券評価差額金 １，２８０

そ の 他 ４１２  土地再評価差額金 １，５４７

貸 倒 引 当 金 △２０７ 純 資 産 合 計 ６１，５４５

資 産 合 計 ９６，６７０ 負債・純資産合計 ９６，６７０

（注）記載金額は百万円未満を切捨表示しております。 



損  益  計  算  書 

 

自 平成２５年４月 １日 

至 平成２６年３月３１日 

（単位：百万円）  

科    目 金     額 

完 成 工 事 高 １５６，６９６

完 成 工 事 原 価 １４０，５１７

完 成 工 事 総 利 益 １６，１７８

販売費及び一般管理費 ８，８０６

営 業 利 益 ７，３７２

営 業 外 収 益 

受 取 利 息 ５

受 取 配 当 金 １５９

不 動 産 賃 貸 料 １２４

雑 収 入 ３４ ３２４

営 業 外 費 用 

支 払 利 息 ０

不 動 産 賃 貸 費 用 ４５

雑 支 出 ３５ ８１

経 常 利 益 ７，６１５

特 別 利 益 

固 定 資 産 売 却 益 ９１  

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 １４  

共 済 会 清 算 返 戻 金 １５９  

そ の 他 ６ ２７１

特 別 損 失 

固 定 資 産 除 却 損 ７８

減 損 損 失 ２９

災 害 に よ る 損 失 １８

特 定 工 事 損 失 １４

そ の 他 ２７ １６９

税 引 前 当 期 純 利 益 ７，７１８

法人税、住民税及び事業税 ２，７８３

法 人 税 等 調 整 額 １７３ ２，９５６

当 期 純 利 益 ４，７６１

（注）記載金額は百万円未満を切捨表示しております。 
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個  別  注  記  表 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

① 子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法 

② その他有価証券 

時価のあるもの……決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直 

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの……移動平均法による原価法 

（２）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

未成工事支出金……個 別法によ る原価法 

商     品……移動平均法による原価法 

         （収益性の低下による簿価切下げの方法） 

材 料 貯 蔵 品……移動平均法による原価法 

           （収益性の低下による簿価切下げの方法） 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。 

ただし、平成 10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額 

法を採用しております。また、取得価額１０万円以上２０万円未満の少額減価償却資産につい

ては、３年間で均等償却する方法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。 

建 物 ５～６５年 

その他 ２～５０年 

平成 19年３月 31日以前に取得した資産については、償却可能限度額まで償却が終了し 

た翌事業年度から５年間で均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ    

く定額法を採用しております。 

（３）リース資産 

    所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。 
なお、リース取引開始日が平成 20 年３月 31 日以前の所有権移転外ファイナンス・リー 

  ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引続き採用しており 
ます。 
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３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 
債権の貸倒による損失に備えるため、回収不能見込額を計上しております。 
① 一 般 債 権……貸倒実績率によっております。 
② 貸倒懸念債権等……個別に債権の回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており 

ます。 
（２）工事損失引当金 

受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末手持工事のうち損失の発生が見込 

まれ、かつ、その金額を合理的に見積もることができる工事について、損失見込額を計上し 

ております｡ 

（３）賞与引当金 

   従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う 

  分を計上しております。 

（４）完成工事補償引当金 

完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、過去一定期間の補償実績率による算定額を 

計上しております。 

（５）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０年と 

１５年）による定額法により費用処理しております。数理計算上の差異は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０年と１５年）による定額法により翌事業年

度から費用処理しております。なお、株式会社東電通との合併により退職金制度が２制度存

在しているため、処理年数が２種類となっております。 

（追加情報） 

 当社は、平成 26 年４月１日付で確定給付年金制度及び退職一時金制度から、確定給付年

金制度、確定拠出年金制度及び退職一時金制度へ移行するため、「退職給付制度間移行等に

関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号 平成 14 年１月 31 日）及び「退職給付制

度間の移行等の会計処理に関する実務上の取扱い」(実務対応報告第２号 平成 19年２月７

日）の適用を予定しております。 

 この結果、翌事業年度において、特別利益５３７百万円の計上を予定しております。 

 

４．収益及び費用の計上基準 

（１）完成工事高の計上基準 

完成工事高の計上基準は、事業年度末日までの進捗部分について成果の確実性が認められ

る工事契約については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を適用し、その

他の工事契約については工事完成基準を適用しております。 

 

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

  （１）消費税等の会計処理 
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
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（貸借対照表に関する注記） 
１．有形固定資産の減価償却累計額             ６，７８６百万円 

 

２．保証債務 

（１）従業員の住宅ローンに対して、債務の保証を行っております。 

     ２３３百万円 

     （２）下記子会社の中央資材株式会社に対する債務に対して、債務の保証を行っております。 

        株式会社エムズフロンティア      １１２百万円 

                                 

 ３．親会社株式 

    流動資産（関係会社株式）            ０百万円 

 

４．関係会社に対する金銭債権債務 

短期金銭債権               ６，２３４百万円 

短期金銭債務              １２，３４７百万円  

     長期金銭債務                  ９８百万円 

 

５．土地の再評価 

土地の再評価に関する法律（平成 10年３月 31日公布法律第 34号 最終改正平成 13年６月

29日）に基づき、事業用の土地の再評価を行っております。なお、評価差額については再評価

に係る繰延税金負債を控除した金額を土地再評価差額金として純資産の部に計上しております。 

（１）再評価の方法    

株式会社東電通との合併により取込んだ土地については、土地の再評価に関する法律施行令

（平成 10年３月 31日公布政令第 119 号）第２条第 1項に定める地価公示法（昭和 44年法律第

49 号）第６条に規定する標準地について同条の規定により公示された価格に合理的な調整を行

って算定する方法によっております。 

（２）土地の再評価を行った年月日                  平成 12年３月 31日 

（３）再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 

１，２８９百万円 

（損益計算書に関する注記） 

１．関係会社との取引高 

完 成 工 事 高 ８４百万円 

完 成 工 事 原 価 ６０，８２１百万円 

販売費及び一般管理費 １，２８４百万円 

営業取引以外の取引高 １４３百万円 
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